社会福祉法人　西海市社会福祉協議会

登録ホームヘルパー就業規則
第１章　総則
（目的）

第1条　この規則は、社会福祉法人西海市社会福祉協議会（以下「本会」という。）

の登録ホームヘルパー（以下「登録ヘルパーという」）の労働条件、服務規律、そ

の他の就業に関する事項を定めるものである。

２　この規則に定めのない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによる。

（適用範囲）

第２条　この規則で登録ヘルパーとは、第4条に定める手続を経て雇用された訪問介

護（障害者自立支援法の居宅介護を含む）に従事し、1年以内の期間を定めて雇用

される者をいう。

（遵守義務）

第３条　本会及び登録ヘルパーは、この規則並びに業務上の指示命令を誠実に遵守し、

互いに協力して事業の発展と労働条件の向上に努めなければならない。

第２章　人事

（採用）

第４条　本会は、就業を希望する者より、選考のうえ適当と認めた者を登録ヘルパー

として採用する。

（労働条件通知書の交付）

第５条　本会は登録ヘルパーの採用に当たっては、所定の労働条件通知書を交付する。

（採用時の提出書類）

第６条　新たに採用された登録ヘルパーは、本会の指定する日までに次の書類を提出

しなければならない。ただし、その必要を認めない場合は、その一部を省略するこ

とができる。

　(1) 履歴書

　(2) 誓約書

　(3) 身元保証書

　(4) 最終学校の卒業（見込み）証明書
　(5) 源泉徴収票（前職者に限る）

　(6) 年金手帳（前号に同じ）

　(7) 雇用保険被保険者証（前号に同じ）

　(8) その他本会が必要と認める書類

２　前項の提出書類の記載事項に変更を生じたときは、その都度書面でこれを届け

出なければならない。

（試用期間）

第７条　登録ヘルパーについては、採用後2ヵ月間を試用期間とする。

　ただし、介護福祉士資格を有する者については、試用期間を短縮し、または設けないことがある。

２　前項の期間中に業務の遂行に支障があると認められる者については、労働契約を

解約することがある。

３　試用期間は、勤続年数に通算する。

（雇用期間）

第８条　登録ヘルパーの雇用期間は、1年以内とし、契約時に本人の希望を考慮のう

え、各人別に決定し、労働条件通知書で示すものとする。

２　前項の雇用契約は、本会の業務の必要及び本人の実績を考慮して更新することが

ある。

３　本会は、正職員または契約職員の採用に際して、現に登録ヘルパーとして在職す

る者であって、正職員または契約職員として雇用されることを希望する者に対し、

これに応募する機会を優先的に与えるものとする。
（人事異動）

第９条　本会は、業務の都合により必要があるときは、登録ヘルパーに勤務場所または職務内容の変更を命ずることがある。

（定年）

第10条　定年は60歳とし、退職日は定年に達した日の属する年度末とする。

　　ただし、本会の事業に関して特別に有用な資格を持つ者で、会長が特に必要と認

めるときは、本人の健康状態等を勘案の上で、65歳に達した日の属する年度末ま

で延長して契約を更新することができる。

　　なお地域において人材確保が困難な場合は、更に更新することができる。

　（再雇用）

第11条　前条の規定により退職する職員が引き続き継続して雇用を希望する場合に

は、退職日の翌日から再雇用するものとする。

２　前項の雇用契約期間については1年更新とし、満65歳に達した日以降における

最初の3月31日までを限度とする。

（退職）

第12条　登録ヘルパーが次の各号のいずれかに該当する場合には、退職とする。

(1) 定年に達したとき。

(2) 労働契約において定めた雇用期間の終期が到来し、契約を更新しないとき。

(3) 本人の都合により、退職を申し出て本会の承認を得たとき。または退職の申出

の日から起算し14日を経過したとき。

(4) 死亡したとき。

２　登録ヘルパーが本人の都合により退職しようとするときは、少なくとも14日前

までにその旨を本会に申し出なければならない。

（労働契約終了の予告）

第13条　本会は、期間の定めのある労働契約の更新により1年を超えて引き続き使

用するに至った登録ヘルパーについて、期間の満了により労働契約を終了させる場

合には、少なくとも30日前にその旨の予告をするものとする。

（解雇）

第14条　登録ヘルパーが次の各号の一に該当する場合には解雇することがある。

　(1) 身体または精神の障害により、職務に耐えることができないと認められるとき。

　(2) 勤務成績または業務能率が著しく不良で業務に適さないと認められるとき。

ただし、第42条第1項の事由に該当すると認められたときは、同条の定める

ところによる。

　(3) 事業の休廃止または縮小その他事業の運営上やむを得ない事由により、職員の

削減が必要となったとき。

　(4) その他、前号に準ずる程度のやむを得ない事由があるとき。

（解雇予告）

第15条　本会が前条により、登録ヘルパーを解雇する場合には、少なくとも30日前

に本人に予告するか、労働基準法第12条による平均賃金の30日分の手当を支給す

る。

　　この場合、予告の日数は平均賃金を支払った日数分だけ短縮することができる。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、予告手当を

支払わずに即時に解雇することがある。

　(1) 試用期間中に登録ヘルパーを解雇するとき（14日を超えて引き続き試用されるに至ったときを除く）

　(2) 雇用期間が２ヵ月以内の登録ヘルパーを解雇するとき（所定の期間を超えて引

き続き試用されるに至ったときを除く）

第３章　勤務

（服務心得）

第16条　登録ヘルパーは、次の各号に掲げる事項を守らなければならない。

　(1) 本規則及び雇用契約で定められた事項を守り、上司の指示命令に従うこと。

　(2) 常に健康に留意し、明朗はつらつたる態度をもって勤務すること。

　(3) 常に品位を保ち、本会の名誉を害し信用を傷つけるようなことをしないこと。

　(4) 本会の業務上の機密及び本会の不利益となる事項を他に漏らさないこと。

　(5) 本会の車両、機器、器具その他の備品を大切にし、消耗品の節約に努め、製品

及び書類は丁寧に取扱い、その保管を厳にすること。

　(6) 許可なく職務以外の目的で本会の設備、車両、機器、器具その他の物品を使用

しないこと。

　(7) 職場の整理整頓に努め、常に清潔に保つようにすること。

　(8) 業務を妨害し、または職場の風紀、秩序を乱さないこと。

　(9) 職務に関し、不当な金品の借用または贈与の利益を受けないこと。

　(10) その他、業務の正当な運営を妨げ又は、職場の秩序を乱すような行為を行わ

ないこと。

（セクシアルハラスメントの禁止）

第17条　相手方の望まない性的言動により、他の従業員に不利益や不快感を与えた

り就業環境を悪くすると判断されるようなことを行なってはならない。

（労働時間）

第18条　登録ヘルパーの労働時間は、採用時（試用期間終了時に変更の場合あり）

に決定した1ヶ月間の目安労働時間により、労働条件通知書により示すものとする。

　　ただし、実際の勤務については、登録ヘルパーごとの月間目安労働時間を参考に事前に作成配布する１週間の勤務スケジュール表によるものとし、労働時間は「サービスに従事する時間、サービスに伴う移動時間及び業務日誌等記録に要する時間」とする。

　　なお、1週間の労働時間として40時間、4週間で160時間を越えないものとする。

（休日）

第19条　登録ヘルパーには、1週間のうち少なくとも1日以上の休日を与えるもの

とする。

２　本会は、業務上必要があるときは、前項の休日を他の日に振り替えることができる。

　　この場合は、少なくとも前日までに振り替える休日を指定して登録ヘルパーに通知する。

（時間外労働・休日労働）

第20条　本会は、原則として第18条で定める労働時間を超えて労働させ、または前

条で定める休日に労働させないものとする。ただし、業務の都合上、やむを得ない

場合はこの限りではない。

２　緊急やむを得ない場合に限り、本人の同意を得て登録ヘルパーの所定労働時間を超えて労働させる場合がある。

（出退勤）

第21条　登録ヘルパーは、勤務スケジュールに示されたサービス開始時刻にサービ

スを開始できるように出勤しなければならない。出退勤の確認については、登録ヘ

ルパーが勤務のたびに作成する業務日誌の記入により行う。

（遅刻、早退）

第22条　登録ヘルパーが、やむを得ない事情により遅刻、早退するときは、速やか

に、サービス提供責任者に届け出なければならない。

２　登録ヘルパーで、自宅から利用者宅に直接出向き、サービス終了後自宅へ直帰す

る者については、会社指示に基づく所要の業務連絡を行なわなければならない。

（欠勤）

第23条　登録ヘルパーは、傷病その他の理由により欠勤するときは、速やかに、サ

ービス提供責任者に届け出なければならない。

（年次有給休暇）

第24条　週の所定労働日数が5日以上の登録ヘルパーで、6ヵ月間継続勤務し、所

定労働日数の8割以上出勤した者には、下表の日数の年次有給休暇を年度単位で与

える。

	継続勤務期間
	6ヶ月
	1年

6ヶ月
	2年

6ヶ月
	3年

6ヶ月
	4年

6ヶ月
	5年

6ヶ月
	6年

6ヶ月以上

	付与日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日


２　週所定労働日が4日以下又は年間所定労働日数が216日以下であって、所定労

働日の8割以上出勤した者には、下表の日数の年次有給休暇を年度単位で与える。

	週所定労働日数
	１年間の所定労働日数
	勤続期間

	
	
	６ヶ月
	１年

６ヶ月
	２年

６ヶ月
	３年

６ヶ月
	４年

６ヶ月
	５年

６ヶ月
	６年

６ヶ月以上

	4日
	169日～216日
	7日
	8日
	9日
	10日
	12日
	13日
	15日

	3日
	121日～168日
	5日
	6日
	6日
	8日
	9日
	10日
	11日

	2日
	73日～120日
	3日
	4日
	4日
	5日
	6日
	6日
	7日

	1日
	48日～72日
	1日
	2日
	2日
	2日
	3日
	3日
	3日


３　年次有給休暇を請求しようとする登録ヘルパーは、事前に申し出なければならない。
４　年次有給休暇は、登録ヘルパーが請求した時季に与える。

　ただし、事業の都合によりやむを得ない場合には他の時季に変更することがある。

５　第1項の年次有給休暇であって当該年度中にとることができなかったものは、次

の年度に限り繰り越すことができる。

６　年次有給休暇をあたえた日は出勤とみなし、当該勤務日の通常の賃金を支払う。

（年次有給休暇の時間単位での付与）
第24条の2　労使協定に基づき、年次有給休暇の日数のうち、1年について5日の範囲内で、次により時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を付与する。

(1) 時間単位年休を取得する場合の1日の年次有給休暇に相当する時間数は以下のとおりとする。

1 所定労働時間が1時間を超え2時間以下の者………2時間

2 所定労働時間が2時間を超え3時間以下の者………3時間

3 所定労働時間が3時間を超え4時間以下の者………4時間

4 所定労働時間が4時間を超え5時間以下の者………5時間

5 所定労働時間が5時間を超え6時間以下の者………6時間

6 所定労働時間が6時間を超え7時間以下の者………7時間

7 所定労働時間が7時間を超え8時間以下の者………8時間

(2) 時間単位年休は1時間単位で付与する。

(3) 本条の時間単位年休に支払われる賃金額は、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の1時間当たりの額に、取得した時間単位年休の時間数を乗じた額とする。

(4) 上記以外の事項については、年次有給休暇と同様とする。

（産前産後休暇）

第25条　6週間以内（多胎妊娠の場合は14週間以内）に出産する予定の女性登録ヘ

ルパーには、その申出により産前6週間（多胎妊娠の場合は14週間）の産前休暇

をあたえる。
２　女性登録ヘルパーが出産したときは、8週間の産後休暇を与える。

　　ただし、産後6週間を経過した女性登録ヘルパーが請求した場合において、医師が支障がないと認めた場合には就業させることがある。

３　産前産後の休暇は、無給とする。

（生理休暇）

第26条　生理日の就業が著しく困難な女性登録ヘルパーが休暇を請求したときは、

その者を生理日に就業させないものとする。

２　前項の休暇は、無給とする。

（育児時間）

第27条　生後満1年に達しない乳児を育てる女性登録ヘルパーが請求した場合には

1日2回それぞれ30分間の育児時間を与える。

２　前項の時間は、無給とする。

（育児・介護休業等）

第28条　育児・介護休業等については、育児・介護休業等に関する規則で定めるところによる。

第４章　賃金

（賃金）

第29条　登録ヘルパーの賃金は、次のとおりとする。

(1) 基本給　　　　8：30～17：30の時間給

　　介護福祉士　　　　1,010円

　　　　介護福祉士以外　　　940円

(2) 時間外賃金　　前号以外の時間給

　　　　　介護福祉士　　　　1,263円

　　　　　介護福祉士以外　　1,175円

　(3) 年末年始の割増賃金

　　　　12月31日から1月2日までの間に勤務することを命ぜられた職員には、勤

務1時間につき、前二号の賃金の100分の125を年末年始勤務手当として支給

する｡

(4) 通勤手当　

ア．交通用具使用者
４週間の労働時間数に応じて、次のとおり通勤手当を支給する。

	４週間の

労働時間
	片道2km以上

5km未満
	片道5km以上

10km未満
	片道10km以上

	40時間未満
	400円
	820円
	1,300円

	80時間未満
	600円
	1,230円
	1,950円

	108時間未満
	1,000円
	2,050円
	3,250円

	120時間以上
	1,600円
	3,280円
	5,200円


　　　イ．有料道路　　　　大島大橋規定通行料金の勤務日数分の往復料金
（介護職員処遇改善手当）

第30条　介護職員処遇改善手当の支給期間は厚生労働省が示す「介護職員処遇改善
交付金事業実施要領」並びに「福祉・介護人材の処遇改善交付金事業事務取扱要領」
に定める期間とし、その詳細は別に定める年度ごとの取り扱い要領による。

（賃金計算の端数処理）

第31条　一賃金締切期間における賃金の総額に１円未満の端数を生じた場合には、

１円に切り上げるものとする。

（支払方法）

第32条　賃金は、直接本人にその全額を支払う。（本人名義の預貯金口座に振り込む

ことにより、支給する。）

２　前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、賃金から控除して支払う。

(1) 所得税、社会保険料など法令により控除することが認められたもの。

(2) 本会が労働者代表と書面により控除することを協定したもの。

（計算期間、支払日）

第33条　賃金の計算期間は、前月１日から末日までとし、その支払日は、翌月10

日とする。ただし、その当日が休日、日曜日、又は土曜日に当たるときはその前日

において直近の休日、日曜日又は土曜日でない日とする。

２　登録ヘルパーが退職する（解雇を含む）場合には、賃金は退職の日から７日以内

（その間に前項で定める支払日があるときは、当該支払日）に支給する。

第５章　安全衛生及び災害補償

（安全衛生の確保）

第34条　本会は、登録ヘルパーの安全衛生及び改善を図り、快適な職場環境形成のため必要な措置を講ずる。

２　登録ヘルパーは、安全衛生に関する法令及び本会の指示を守り、災害の防止、疾病の予防に努めなければならない。

（災害時の措置）

第35条　登録ヘルパーは災害の発生またはその危険を知ったときは、その状況に応

じ臨機の措置をとるとともに直ちに関係責任者に報告し、その指示によって行動し

なければならない。

（健康診断）

第36条　本会は、登録ヘルパーに対し、採用時及び毎年1回（深夜労働に従事する

ものは2回）の健康診断を行う。

２　前項の健康診断のほか、法令で定められた有害業務に従事する登録ヘルパーに対しては、特別の項目についての健康診断を行う。

３　健康診断の結果、必要があると認められるときには、一定の期間、就業の禁止、就業時間の短縮、業務内容の変更その他健康保持上必要な措置を命ずることがある。

（病者の就業禁止）

第37条　他人に伝染するおそれのある疾病にかかっている者または疾病のため他人

に害を及ぼすおそれのある者その他医師が就業不適当と認めた者は、就業をさせな

い。

（安全衛生教育）

第38条　登録ヘルパーに対し、採用時及び業務内容が変更されたときに、業務に必

要な安全衛生教育を行う。

２　特定の資格、講習を必要とする業務に従事する登録ヘルパーについては、必要な講習等を受講させる。

（災害補償）

第39条　登録ヘルパーが業務上の事由または通勤により負傷し、疾病にかかり、ま

たは死亡したときは、労働基準法及び労働者災害補償保険法に定めるところにより

災害補償を行う。

第６章　表彰

（表彰）

第40条　本会は、登録ヘルパーが次のいずれかに該当するときは、表彰する。

　(1) 業務上有益な創意工夫、改善を行い、本会の運営に貢献したとき。

　(2) 永年にわたって誠実に勤務し、業務成績が優秀で他の模範となるとき。

　(3) 事故、災害等を未然に防ぎ、または非常に際し適切に対応し、被害を最小限に

止めるなど特に功労があったとき。

　(4) 社会的功績があり、本会、職員の名誉となったとき。

　(5) その他前各号に準ずる善行または功労のあったとき。

２　前項の表彰は、表彰状をもってこれを行う。

第7章　懲戒

（懲戒の手続）
第41条　戒告、停職又は懲戒処分としての免職の処分は、その旨を記載した書面を当該職員に交付して行う。

（停職の効果）

第42条　停職の期間は、1日以上6月以下とする。

２　停職者は、その職を保有するが、職務に従事しない。

３　停職者は、停職の期間中、いかなる給与も支給されない。

　（懲戒処分の基準）

第43条　懲戒処分の基準は職員に準じる。

第８章　教育訓練

（教育訓練）

第44条　本会は、登録ヘルパーの資質向上を図るため、研修の機会を設けることと

する。

附　則

１　この登録ヘルパー就業規則は、平成17年4月1日から施行する。

２　この就業規則を改正する場合には、あらかじめ説明会を開催し、登録ヘルパー代表者の意見を聞いた上、理事会の議決によりこれを行うものとする。

附　則

　この規則は平成17年5月26日に改正し、平成17年4月1日から適用する。

　附　則

　この規則は平成17年10月7日に改正し、平成17年4月1日から適用する。

附　則

　この規則は平成18年3月30日に改正し、平成18年4月1日から施行する。

附　則

この規則は平成20年3月27日に改正し、平成20年4月1日から施行する。

附　則

この規則は平成21年3月24日に改正し、平成21年4月1日から施行する。

　附　則

（適用期日）
この規則は平成21年5月26日に改正し、平成21年6月1日を基準日とする特別一時金の支給に限り適用する。

附　則

この規則は、平成21年10月26日に改正し、施行する。

附　則

この規則は、平成22年2月15日に改正し、第24条の2については平成22年4月1日から施行し、第30条については平成22年2月15日から施行する。
附　則

この規則は、平成22年3月26日に改正し、施行する。

附　則

この規則は、平成22年5月27日に改正し、平成22年6月30日から施行する。
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